
経 営 状 況 説 明 書 

第２６期 決 算 

自令和 ５ 年 ４ 月 １ 日 

至令和 ６ 年 ３ 月３１日 

第２７期 計 画 

自令和 ６ 年 ４ 月 １ 日 

至令和 ７ 年 ３ 月３１日 

みやき町大字市武 848 番地 1 

三根街づくり株式会社 



第２6 期事業報告 
 

 

令和５年度前半の我が国経済は、コロナ禍の３年間を乗り越え、

改善しつつある。30 年ぶりとなる高水準の賃上げや企業の高い投資

意欲など、経済には前向きな動きが見られる。 

他方、賃金上昇は輸入価格の上昇を起点とする物価上昇に追い付

いていない。 

一方、ロシアのウクライナ侵略等による原材料価格の上昇や円安

による輸入物価の上昇は国内物価を上昇させ、家計・企業の活動に

影響を与えている。また、世界的な金融引締めの動き等により、海

外の景気減速も懸念される。 

当社においては、これまで築き上げてきた信頼と実績を踏まえつ

つ、時代や環境の変化、制度改革等に対応した取り組みを進めてき

たところでありますが、経営を取り巻く環境は今後も厳しさを増す

ものと予測される中、自立的経営の確立に向けた取り組みの一層の

強化などが大きな課題となっています。 

こうした中、国や県の動向、お客様や地域社会のニーズの変化な

どを踏まえながら、当社の中期経営計画に基づき、令和２年６月に、

平成２７年７月の家賃改定に続き、更なる家賃改定を行いました。 

厳しい運営状況でありますが、令和元年度をもって高度化資金を

完済することができ、経営改善は着実に進んでいるところでありま

す。 

ついては、お客様のニーズが高度化、多様化している中、お客様・

地域社会等から信頼される施設づくりを推進するため、お客様の意

思や個性を尊重し、一層の創意と工夫により「お客様本位のサービ

ス提供」の取組を進めてまいりました。 
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第２6 期の事業実績は以下のとおりとなりました。 

売上高が２０，３６８千円となり、前期より４５千円の減収、営

業損失は３，３４０千円となり、前期より２，１９７千円の減益、

経常損失は３，３２１千円と前期より２，１９６千円の減益であり

ました。 

これにより、法人税住民税事業税支払い後の当期純損失は３，６

１７千円の赤字であり、前期より２，１９６千円減益しています。 

 

 

第 26 期の主な事業 

４月 監査役による監査の実施 

５月 定時取締役会の開催（事業報告等） 

６月 第２6 期 株主総会 
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第２７期事業計画及び収支予算について 

 

第２７期事業計画 

 

１ 基本方針 

令和 6 年度の日本経済については、総合経済対策を迅速かつ着実

に実行し、物価高を克服しつつ、計画的で大胆な投資を官民連携で推

進するなど新しい資本主義の旗印の下、我が国経済を民需主導で持

続可能な成長経路に乗せるための施策を推進することが求められて

います。 

こうした取組を通じ、民間需要がけん引する成長が見込まれ、消費

者物価についても、上昇が見込まれます。 

ただし、引き続き、海外景気の下振れが我が国の景気を下押しする

リスク、物価上昇や供給面での制約、金融資本市場の変動等の影響に

十分注意する必要があります。 

当社においては、令和２年に近隣市町に大型商業施設が開店した

ことによる入居テナントの来客数及び売上高の減少は依然として続

いており、また新型コロナウイルス感染症の影響も重なり、各テナン

トの家賃及び共益費の値下げを行い、共存を図っている状況です。 

今後も当社及び各テナント共に厳しい運営状況になることは明白

ではありますが、よりいっそうの経費節減を進め効率的な運営を行

うこととしております。 

また、みやき町の定住総合対策により、店舗周辺には、ＰＦＩ方式

による集合住宅や戸建住宅、官民連携による宅地開発の整備が整い、

一定の顧客の確保ができているところです。 

住環境の整備は、当社にとっても来客数の増加や売上高の増加に

つながり、テナントの安定的な経営に資すると考えられますので、各

テナントと協力してこの機会を活用できるよう努めてまいります。 
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２ 主な事業内容 

第２７期の主な事業は以下のとおりです。 

４月 みやき町内の創作活動による「手作りフェアー」開催 

５月 取締役会の開催 

６月 株主総会の開催 
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（単位：千円）
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第 ２ ７ 期 収 支 予 算
（自　令和6年4月1日　　至　令和7年3月31日）

科　　　　　　目 R5年度実績 R5年度計画 R6年度計画

968 1,011 1,011

売　　上　　合　　計 20,368 20,411 20,411

売　　上　　高

家賃収入 15,438 15,438 15,438

共益費賦課金 3,962 3,962 3,962

その他収入

0 0 0

保守管理費 2,067 2,110 2,110

販売費及び

一般管理費

旅費交通費 33 50 50

広告宣伝費 20 30 30

販売促進費

修繕費 3,583 7,000 11,000

事務用品費 23 50 50

委託費 640 640 640

減価償却 7,163 7,150 7,409

租税公課 3,379 3,410 3,410

寄付金 0 10 5

通信費 152 200 200

水道光熱費 2,577 3,800 3,000

消耗品費 99 50 50

福利厚生費 0 10 10

接待交際費 0 30 30

保険料 720 710 720

リース料 116 117 117

支払手数料 20 15 15

法定福利費 19 15 15

人件費 1,038 1,080 1,080

会議費 2 10 10

雑費 104 110 110

清掃衛生費 1,857 1,860 1,860

諸会費 97 139 139

貸倒引当金戻入益

支　　出　　合　　計 23,709 28,596 32,060

営　　業　　利　　益 ▲ 3,341 ▲ 8,185 ▲ 11,649

営　業　外　費　用 3 0 0

経　　常　　利　　益 ▲ 3,322 ▲ 8,125 ▲ 11,589

0

雑収入 12 10 10

営業外収益

受取利息 10 50 50

保険金収入 0

 当　期　純　利　益 ▲ 3,618 ▲ 8,421 ▲ 11,885

繰　越　利　益　剰　余　金 ▲ 37,578 ▲ 40,960 ▲ 49,463

特　　別　　損　　失 0 0 0

法　　人　　税　　等 296 296 296
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